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【論 文 】

複 数 企 業 に お け る 紙 類 に 着 目 し た

環境パフォーマ ンス評価 とその環境監査に関す る研究

鄭 桓〓*・ 赤 井 裕*・ 井 山 慶 信*・ 早 瀬 光 司*

【要 旨】 本研 究で は,広 島市 に本 ・支店 を設置 して いる8社 の企 業を現場 の実験 系 と して設定 し,

「系」 と 「環境」 との理念に基づ いた環境 パ フォーマ ンス評価 とその環境 監査を実施 した。 測定項 目 と

しては,導 入部で は,直 接導入資料,配 送 物,コ ピー用紙 について,系 内では,う ら紙 の発生量 と使用

量FAXの 受信量 ・送 信量につ いて,送 出部 では,直 接送出資料,間 接送 出資料,可 燃 ごみ,資 源 ご

みについて,そ の重量を項 目別 に調査票 に記入 した。 実態調査 は1995年 の6月 か ら9月 にか けて,各

社一週 間で行 った。測定結果 を もとに,各 企業 におけ る物質 とエネルギーの出入 りをま とめ,環 境監査

の基 礎的デー タとな る環境収支簿記 を作成 した。 また,そ れを もとに物質 の流 れ図 も作成 した。環境収

支簿記 を もとに,8社 の企業 における環境影響評価 および改善評価 を行 った。 これにはCO2発 生量 を

指標 として,LCAに よるシ ミュ レーシ ョンを行 った。8社 の うち,4社 はCO2総 発生量 の約3割 を既

に削減 していたが,2社 は1割 弱であ り,残 り2社 はほ とんど削減 していなか った。 このよ うに現状で

の取 り組 み達 成度 は各社 異 な っていたが,今 後 の取 り組 み によ る将来 削減 可能量 と して は8社 と も

CO2で は約6割 とな ることがわか った。

キーワー ド:環 境 パ フォーマ ンス評価,環 境監査,系 と環境,環 境収支簿記,CO2発 生 の削減

1.は じ め に

1.1こ れ まで の 背 景

今 日の地球環境問題 は,現 在 の社会 システム,特 に企

業体が生産過程で導入す る資源 および排 出す る廃棄物 に

その大 きな原因が ある。 そこで,企 業活動が環境 に与え

る影響 につ いて,そ れ を管理 ・コ ン トロール して い く仕

組 みを企業 が整備す ることが必要 とな り1),環 境 監査が

登場す る。 この環境監査 とは,組 織体の行為が与え る環

境負荷実態 を評価す るために,そ の組織体の経営主体が

自 ら行 う一 連の諸活動 の ことで あ り2),企 業 自身 が環境

へ与え る負荷を総合的 に評価 ・管理で きる新たな ツール

と して注 目を集めて いる。

ISO(国 際標準化機構)で は,環 境 マネジメン トシス

テ ム と環 境 監 査 につ い て,既 に1996年9月 にISO 14001,

 ISO 14004, ISO 14010, ISO 14011, ISO 14012を 国 際

規 格 と して 発 効 させ て い る3)。 ま た,こ れ らISO 14000

シ リー ズ は,環 境 マ ネ ジ メ ン トシ ス テ ム と環 境 監 査 に 対

す る一 般 原 則,監 査 手 順,監 査 人 の 資 格 基 準 の 規 制 を 文

書 化 す る こ と に よ り,適 用 で き る原 則 を 明 文 化 し,よ り

高 い質 を 求 め て い る。 日本 国 内 で は,通 産 省 がJIS(日

本 工 業 規 格)と して1996年10月 にJIS Q 14001(環 境

マ ネ ジ メ ン トシス テ ムの 仕 様 お よ び 利 用),JIS Q 14004

(環 境 マ ネ ジ メ ン トシ ス テ ム の原 則 と一 般 指 針), JIS Q

 14010(環 境 監 査 の一 般 原 則), JIS Q 14011(監 査 手 順),

JIS Q 14012(監 査 人 の資 格 基 準)が 発 効 され て い る4)。

1.2「 系」 と 「環境」 の理念

「社 会 システ ム(人 間が活動 してい る系)」 とその周 り

の 「環 境」 との関 係 を一般 的 に表 したのがFig.1で あ

る5)。図 で 「人 間 が活 動 して い る系」=「 社 会 シス テ

ム」 とい う語 は,適 宜,企 業,国 家,自 治体,学 校,家

庭,個 人 などの語 で置 き換 える ことができ,本 研究で は
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Fig. 1 Basic Concept of •gsystem and environ-

ment•h for the Environmental Performance 

Evaluation

企業 を指 している。 ここで 「社会 システム」 の中に 「個

人」 を含 めたのは,『個 人 は 「社会 システム」の最小単位

と考え られ,個 人 を単位 元 として 「社会 システム」 は入

れ子構 造 にな ってい るか らで あ る6)。「社会 システ ム」

=「 系」 は,何 らかの 目的を持 ってお り,そ の 目的を果

たすため に資源を取 り入れ,生 産行為を行い,廃 物 ・廃

熱を排出す る。 すなわち,「 系」 は周 りの 「環境」 か ら

低 エン トロピーな エネル ギー資源 と物質資源を取 り入れ,

「系」 内で加工 ・生産を行 い,低 エ ントロピーな生産物

と高 エ ン トロ ピーな廃物 ・廃熱を送出 して いる。 また,

「系」 か ら送 出され た低 エ ントロ ピーな生産物 は,別 の

「系」 において導入部 の物質資源 ・エ ネルギー資源 と,し

て も利用 される。 注 目すべ き点 は,「 系」 が活動 してい

るとき,送 出部 のみな らず,導 入部 において も 「環境」

に負荷 を与 えている ことであ り,導 入部 における環境負

荷 も送 出部 と同様 に重要 な環境パ フ ォーマ ンス評価 の指

標 として認識 しなければな らない6)。

1.3研 究の目的

現在環境 パ フォーマ ンス評価 の具体 的な事例 を報告 し

た もの は少 ないので,本 研究 では 「系」 と 「環境」 の理

念に立 った実態調 査を行 い,多 くのデー タの蓄積 を行 う,

また,複 数企業を対象 とす る時,測 定 手法の容易性 が重

要であ るので,そ の具体的な方法論 を確立す る。 また,

各企業 にお ける物質 とエネルギーの出入 りを まとめた環

境収支簿記 とこれを図で表 した流れ図を作成 し,環 境パ

フォーマ ンス評価の ための基本デ ータとす る。企業が環

境 に与えて いる負荷実態を評価す るため に,紙 の原料の

導入 か ら廃 棄 まで のLCAを 行 い,負 荷実態評価 の指標

と して,地 球 温暖化 の最 大の原因 であ るCO2発 生 量を

算 出す る。 このCO2発 生 量を用 いて各社 の環境負 荷低

減 のためのシ ミュ レーシ ョンを行 い,今 後 の各社 の取 り

組 み方 について言及す る。

1.4研 究の対象

本研究で は,広 島市内 に本 ・支店を設置 してい る様々

な業種の企業8社 を対象 と して実態調査を実施す る。測

定項 目は,業 務 との関わ りが強 い紙類を中心 と した。具

体的 には,直 接導入資料,配 送物,コ ピー用紙,う ら紙

の発生量 と使用量,FAXの 受信量 ・送信量,直 接送出

資料,間 接送 出資料,可 燃 ごみ,資 源 ごみで ちる。特 に,

うら紙 の利用 は,系 内 のエ ン トロ ピー発生 を緩和 させ る

ことができ,紙 類 の系へ の導入 と系外へ の排 出を抑制で

きるのでその発生量 ・使用量 の実測 は本研究 において重

要 である。

2.実 験

2.1環 境 パフ ォーマ ンス評価 の全体 的な流 れ

Fig.2に,8社 に対 す る環 境パ フォーマ ンス評価 の

全体 的な流 れを示 す。 今回 の実 験 は,1995年 に広 島市

内 に本 ・支 店を設置 してい る200社7)の 企業 に対 して,

環境負 荷実態調 査依頼 書 を郵送 し,回 答 を も らった74

社の中か ら最終的 に環境パ フォーマ ンス評価 とその環境

監査実施の承諾を得た8社 にお いて実験を行 った。図の

ように,1)環 境パ フォーマ ンス評価を実施す る8社 の

企業 を訪問 し,2)企 業 トップとの話 し合 いで環境負荷

実 態調 査依 頼書 で足 りなか った具 体 的 な説明 を行 い,

3)環 境負荷実態調査の手法 を決定 した。4)大 学の研

Fig. 2 Overall Flowchart of the Environmental 

Performance Evaluation
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究室で は対象企業 に見合 った調査票 の作成を行 った。調

査票 は,紙 類を中心 に15種 類の調査票 を用意 し,5)

その後,測 定項 目 ・手法 に対す る確認段階を経た。6)

環境負荷実態調査の実施前 に,実 験用の はか りと調査票

を用意 し,社 員に はマニ ュアルを配布,調 査の手 法を説

明 して協力を求めた。7)測 定後,収 集 されたデー タを

環境収支 簿記 としてま とめ,分 析 ・解 析を行 った。8)

収集 されたデー タの解析 によ り,各 企業 へ環境 マネ ジメ

ン ト・監査 システムの構想 ・提案 を行 った。9)そ して,

再 び持続 的な環境 パ フォーマ ンス評価 とその環境監査 を

行 うことと した。

2.2測 定方法

測定 は,導 入部(直 接導入資料,配 送物,コ ピー用

紙),系 内(う ら紙 の 発 生 量 ・使 用 量,FAXの 受 信

量 ・送信量),送 出部(直 接送 出資料,間 接送出資料,

可燃 ごみ,資 源 ごみ)に おいて重量を測定 し,各 項 目別

に調査票 に記 入 した。

導入部では,直接導入資料は持ち込む度に社員が必要

事項を調査票に記入した。配送物は外部から社内へ届け

られる度に内部環境調査人が配送形態別に必要事項を調

査票に記入した。コピー用紙は内部環境調査人が毎朝コ

ピー機内部およびその周辺の紙量をサイズごとに測定し,

前日からの減少量から前日の使用量を求めた。

系内 では,系 内の紙類 の流 れを知 るため,う ら紙 の発

生量 と使用量 を求 めた。 コ ピー機近 くに うら紙 を入れ る

箱 と取 り出す箱 の2種 類 の箱 をサイズ別 および質別(上

質紙 ・再生紙)に 設置 した。測定 は内部環境調査人が毎

朝,そ れぞれの箱の増減量 をサ イズごとに測定 し,前 日

の発生量 と使用量 を算出 した。FAXの 受信 ・送信 は,

通信管理 レポー トにより受信量 と送信量を算出,ま た は

社員各人がサ イズ別 に枚数を記 入 して算出 した。

送 出部で は,役 所や企業への報告書,見 積 り書 な どの

送 出資料 は持ち出す度に社員が必要事 項を調査票 に記入

した。 また,紙 類 の ごみは筆者 らが分 類 して測定 した。

分類 は,「 可燃 ごみ」 につ いては,裁 断 された りの りが

ついた りと資源化 に不 向 きな 「紙屑」,郵 便物 の封筒 や

包装紙 などの 「包装紙」,資 源化 にまわす ことが できる

と思 われる ものの うち シュ レッダー処理 を除 いた 「資源

化可 能 ごみ」,資 源化 可能 ごみではあ るが シュレ ッダー

処理 された 「シュ レッダ」処理」 の4つ に分類 して測定

した。 「資源 ごみ」 につ いて は,資 源 ごみと して回収 さ

れ た ものを筆者 らが 「新聞紙」「雑誌類」「コピー用紙」

「フォーム紙」「図面」の5つ に再分類 して測定 した。

3.結 果 と考 察

3.1対 象企業 について

Table1に 本研究 の対象企業であ る8社 の業種,従 業

員数,延 べ床面積 を示 した。 これまで環境負荷実態調査

を報告 した事例 は少 な く5,6,8,9),また,複 数企業 に対 し

て調査 を行 った具体的 な報告 もないため,企 業間 の比較

もできていなか った。本研究で は,業 種 の異 なる系(企

業)に おいて環境負荷実態調査 を行 い,紙 類を評価項 目

と したことにより,環 境負荷 に対す る複数企業の取 り組

み を比較す ることが可能 とな った。

一方
,環 境負荷実態調査前の アンケー トを もとに調査

協力の承諾 と非承諾 との相違について分析 した。従業員

数 で は31人 か ら50人 の規 模,延 べ床 面積 で は301～

400m2の 規模 で実態調査 を承諾す る企業 が多 い とい う傾

向が見 られた。 しか し,業 種別によ る承諾 と非承諾 の違

い はあま りなか った。

また,今 回200社 の企業 に対 して環境負荷実態調査実

施 の依頼 を行 い,そ の うち8社 で実施 する ことができた。

環境監査 に対 する理解 があま り浸透 していない状況 で,

しか も企業側 にはメ リッ トが少 な く情報 が知 られ ること

や仕事 の増加 などデメ リッ トが多 いに もかか わ らず8社

もの企業が快 く承諾 したことはうれ しい意味で驚 くべ き

ことで あった。

3.2環 境収支簿記 と物質の流れ

企業体 は,外 部か ら物質資源 とエネルギ ー資源を導入

し,内 部で生産活動を行い,外 部へ生 産物を送 りだ して

いる。それ と同時に,生 産活動を通 じて廃棄物 も作 り出

してい る。 これ らの出入 りを収支計算 して簿 記 としてま

とめた ものを,こ こでは 「環境収支簿記」 と名付 ける こ

とにす る6)。この環境収支簿記 は,企 業 におけ る物質 と

エネルギーの出入 りを読 み とることので きる重要 な基礎

デー タとな り,こ れによ って企業体 による物質 ・エネル

ギーの具体 的な収支実態 が明確 に把握 で き,改 善 ・是正

措置 の前提 となる。

Table2に,8社 の 代 表 例 と し て,A社 に お け る

Table 1 Industry, Workers number, and Total

 floor area in the eight Offices

13



254
鄭 桓〓 ・赤 井 裕 ・井 山 慶 信 ・早 瀬 光 司

Table 2 Environmental Balance Accounting of the Paper in Office •gA•h

(June 5 -9,1995)

1995年6月5日 か ら9日 まで の導 入 ・系 内 ・送 出 に関

す る業務上 の紙類 につ いてその実測値 を記入 した環境収

支簿記 を示 した。

今回 の環境負荷実態調査 では測定項 目を紙類 に限 って

行 ったので,導 入部 では直接 ・間接導入資料,上 質紙 と

再生紙,送 出部 では直接 ・間接送 出資料,可 燃 ・資源 ご

みで大別 す ることがで き,各 項 目ごとに細分化 す ること

が可能 とな った。

環境収支簿 記で は,コ ピー用紙 が20,570g導 入 され,

系内で生産 ・加工 されて送 出された紙 の総量が16,390g

(直接送 出資料:180g,紙 屑:3,595g,資 源化可能 ご

み:4,210g,シ ュレッダー:8,405g)で あ った。 導入

され たコ ピー用紙 の量 と送出 され た紙 の総量が一致 して

いなか ったが,こ れは,送 出 され なか ったコ ピー用紙が

系内 で何 らか の形態で蓄積 され ていたか らと考 え られる。

上記 の環 境収 支簿記 を もとに して,A社 に おけ る5

日間 の紙 類 の流 れ 図を作 成 し,Fig.3に 示 した。 この

よ うに,導 入 された各項 目が系 内で生産 ・加工 され,送

出され る過程 を図 として表 す ことによ り,紙 類 の移動方

向 ・使 用形 態な ど紙類 に関す るすべての ものを一 目で把

握 す ることが可能 とな った。 直接導入 資料 の場 合,系 内

の仕事場へ入 って情報物 としてその役割 を果 してか ら系

内で蓄積 された り,ご み として排出 されていた。 また,

コピー用紙 は,FAX用 紙 と して使用 された り,仕 事場

へ入 って生産 物 を作 りだすた めに使用 され てか ら生 産

物 ・ごみ と して排出 されて いた。 この ように,環 境収支

簿記 と比較すれば物質(紙 類)の 流れを明確 に見 い出す

ことがで き,次 に,う ら紙 の出入 りを図 と して表す こと

によ り,環 境負荷削減 のための対策 を取 り組んで いるか

ど うかを把握す る ことができた。 また,環 境負荷低減の

ための環境 マネジメ ン トシズテムの構成が しやす くなっ

た。

3.38社 における導入 ・送 出量 の内訳 と比較

Table3に,8社 において導入 された項 目(直 接導入

資料 ・間接導入資料・ 上質紙 ・再生紙)お よび送 出 され

た項 目(直 接送出資料 ・間接送出資料 ・可燃 ごみ ・資源

ごみ)の 内訳を示 した。

導入部 につ いて は,す べての企業で,間 接導入資料が

直接導入資料 より多 い傾向が見 られ,間 接導入資料 は直

接導入資料 の2倍(H社)か ら1500倍(A社)ま での

開 きがあった。 また,ほ とん どの企業で は,上 質紙のみ

を使用 していたが,C社 では上質紙 と再生紙 を並行 して

使用 してお り,F社 では上質紙 を使用せず に再生紙 だけ

を使用 してい る ことがわか った。C社 とF社 で は,再

生 紙 の使 用分 だ け,環 境 負荷 を減 らして いた こ とが わ

か った。 また,C社 とF社 を除 いた すべ ての企業 は上

質紙 か ら再 生紙 への転換 率は0%で あ るが,も し,社 と

して転 換す る姿勢 を とり,転 換 に取 り組 めば,そ の分 だ

け環 境負荷を減 らす ことが可能 とな る。 企業 において上

質紙か ら再生紙への転換 は,環 境経営 意識 を変え るだけ

で比較的容易 に行 うことがで きると思われ る。

14
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Fig. 3 Flowchart of the Paper in Office •gA•h

Table 3 Measured Weights of the Incoming Part and Outgoing Part in the eight Offices

(Unit: g)

(For a period of one week in 1995 in the each office)

送 出部 については,ご みの排 出形態 に注 目す ると,資

源 ごみを排 出 して い る企業 は,B・C・D・E社 であ る

ことがわか った。 ここで,資 源 ごみの排 出割合 をみると,

最 も高 か ったD社 とE社 は約50%で あ り,C社 は約

30%,B社 は約10%で,他 の企業 は0%で あった。 この

よ うに,資 源 ごみの排 出割合が全体的 に低か ったのは,

企業 の情報 が書 かれている資料 などは外部 に漏れな いよ

うにす るため,可 燃 ごみと して排出 し焼却 され るため と

思 われ る。

3.48杜 にお けるうら紙の発生 ・使用量の比較

Table4に,環 境収支簿記作成期間中 に測定 した うら

紙 の発生 ・使用量 とそれ に関連 した物質収支を示 した。

従業 員一 人 あ た りの コ ピー用 紙導 入量 は,H社 の139

g/人 か らF社 の1,347g/人 まで10倍 の開 きがあ った。

また,う ら紙の発生量 とコピー用紙導入量 との関係 も,

う ら紙発生 率(う ら紙発 生量/コ ピー用紙 導入 量)は

H社 の0%か らE社 の23.1%ま で開 きがあ った。一方,

うら紙発生 率の高 いC・E・F社 で はう ら紙使用 率(う

ら紙使 用量/コ ピー用 紙導入 量)も 高 く,逆 に う ら紙

発生率の低 いA・D・H社 で はう ら紙使用率 も低 か った

ので(残 るG社 は発生率 も使 用率 も中間であ った),発

生率 と使用率 との間に は,B社 を除いて正 の相関 関係 の

あ ることがわか った。

可燃 ごみ と して処 理 され る シュ レ ッダ ー ごみ は,そ の

割 合 別 にG・A・B社 が最 も多 く処 理 す る企 業 で あ り,

C社 とD社 が 極 く少 量 の 処 理 を 行 い,E・F・H社 は

シ ュ レ ッ ダ ー 装 置 が な か っ た。Table4か ら シ ュ レ ッ

15
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Table 4 Measured Weights of Copy Papers and Single sided Papers and Related Items in the eight Offices

(For a period of one week in 1995 in the each office)

Fig. 4 The Production Rate of Single sided 
Paper and Shredder Treatments in the 
eight Offices

ダーごみの処 理量 とうら紙の発生 量 との間に何 らかの関

係があ ると考え られたので,8社 におけ るうら紙 発生 率

と可燃 ごみ中の シュ レッダー ごみの割合関係をFig.4

に示 した。G・A・B社 で は,可 燃 ごみ 中の シュ レッ

ダーごみの割合が高 く,一 方,う ら紙発生率 は低 い値を

示 した。 これ らの企業で は,片 面使用済みの コピー用紙

はシュ レッダー処理す ることが,そ の企業の方針 にな っ

て いるため,う ら紙 と して再使用す る態勢が整 うていな

いので ある。 これ らの企業で はで きるだ け片面未使用の

コ ピー用紙を企業内で う ら紙 と して再使用す ることが望

ま しい。一 方,E社 とF社 で は,シ ュ レッダー処理 を

全 く行 ってお らず,う ら紙発生率 は8社 の中で最 も高 い

値 を示 した。 これ らの企業で は,シ ュ レッダー処理を行

わないのが,そ の企業 の方針 になって いるため,発 生 し

た片面使用済 みのコ ピー用紙 をう ら紙 と して再使用す る

ことによ り,有 効に 利用 す る態勢 が整 って い るよ うで

あ った。 シュ レッダー処理 を しなければ それだ けう ら紙

を再使用 するチ ャンスが増 え,環 境負荷削減 に寄与す る

ので,E・F両 社 には高 い環境経 営意識 が見 られ るとい

えるか もしれない。 このよ うに,ど ち らか の値が高か っ

た5社(A・B・E・F・G)に おいては,う ら紙発生率

と可燃 ごみ中 のシュ レッダーごみの割合 には,概 ね負の

相関関係 のあることが,初 めて具体的数値 を伴 って確認

できた。

3.5環 境負荷量評価 のためのLCA計 算

企業 が製品(紙)を 使用 ・廃棄す ることにより,ど れ

だけ環境 に負荷 を与 えているのか を評価 ・検討す るため

には,環 境 への負荷 を評価 できる指標 を提示 しなけれ ば

な らない。 本研究で は,LCAを 行い,環 境負荷 を具体

的な数値 として表 す ことを試 みた6通 常LCAで は,各

段 階を結 ぶ運送過程 での環境負荷 も,シ ナ リオを設定す

るな ど して評価 す るが,本 研究のLCAで は運送過程 は

省 き,各 々の段 階での環境負荷 を評価 した。

各段 階は,紙 の原料 であ る木材 を伐採 し,調 達す る段

階か ら,パ ルプを生産 す る原料加工段階,パ ルプか ら紙

を生産 す る製造段 階,完 成 品である紙 を企業 が使用す る

段階および廃棄 す る段 階があ り,物 質資 源やエネルギー

資源を消費 して廃物 を発生 させている。 さ らに再生紙 の

場合 は,再 資源化段 階が存在 してい る。環境 への負荷 を

評価す るための指標 として,各 段階 で発 生す るCO2の

量 を採 用 した。CO2発 生量 は,各 段階 で消費 され る電

力,LPG,廃 材,石 炭,薬 品 類 な ど の 資 源 ・エ ネ ル

ギ ーの消費量な どか らCO2換 算を行 った10-16)。

Fig.5に は,上 質紙 と古紙混入率80%の 再生紙 を1t

消費す る時 に各段階別 に発生す るCO2を 示 した。原料

調達段階で は,木 々を伐採す る段 階で,伐 採された成木

が伐採 されなか った と仮定 した場 合にその分の成木 が1

年 間で 固定 す る炭 素 をCO2換 算 した もの を当段 階 の

CO2発 生 量 と した。 この 段 階 で は,上 質 紙 は0.08t-

CO2,再 生紙の場合0.02t-CO2で ある。

原料加工段階(パ ル プ化)で は,木 材 な どの原料を細

くほ ぐし,セ ル ロースな どの繊維 の集ま りの状態にす る

(パルプ化)過 程を原料加工段階 とした。 この段階で は,

上質 紙 は0.98t-CO2,再 生 紙 の場 合,0.20t-CO2が 発

16
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Fig. 5 Indispensable Raw Materials and Emission 

of CO2 from the Production of 1 ton Paper

生 して い る。

製造段 階では,パ ルプか ら紙 を生産す る過程 を製造段

階 と した。上 質紙 ・再生紙 と も1t-CO2が 発 生 して い

る。製造段 階が全段 階の中で最 も多 いCO2を 発生 させ

ていることが わか った。

消 費段 階 は,紙 に印刷 ・記入 す る段階 と した。上質

紙 ・再生紙 とも0.004t-CO2が 発生 している。

再資源化段階 は,古 紙か ら製紙用パル プを加工す る段

階 と した。 この段階 は,古 紙を再生紙 の原 料 として再利

用 す る段 階で あ るため,再 生 紙 か ら発 生 す るCO2は

0.22tで あ った。再資源 化 に付 随す る古紙調達 段階 は運

送 段階にあた るので,こ の計算 では省 かれている。 これ

によ り,上 質紙1t消 費す る時 に発生す るCO2は2.06t-

CO2で あ り,再 生 紙(古 紙 混入 率80%)1t消 費 す る

時 に発生 す るCO2は1.44t-CO2で あることが示 され た。

一方,廃 棄段階 で は,燃 焼処 理 にお いて紙1.0tあ た

り1.7tのCO2が 発生 す ることが報告 されている17)。本

研究 では この値 を廃棄 段階 におけ るCO2発 生量 と して

用 いた。

3.6CO2発 生量と削減量の8社 間の比較

Fig.5の 計 算 を もとに して,8社 にお け るCO2発

生 ・削減量を分別 した結果 をTable5に 示 した。Table

5中 の(a)か ら(n)ま での説 明 と考察 を以下 に記 し

た。

(a)取 り組 み無 しの場 合 の予 想発 生量 とは,環 境 負

荷 削減 に対 す る取 り組 みを全 く行 わ な か った場 合 の

CO2の 予 想発生 量の ことで ある。環 境パ フォーマ ンス

評価の実態調査を実施す る以前か ら既 に各社 ごとで環境

負荷削減の取 り組 みが行われていたので,現 在の取 り組

み度 合いを知 るために この計算 を行 うた。

(b)再 生紙 の使 用 に よ って既 に削減 を行 って いた企

業 は,C社 とF社 の みで あ った。両社 と も使用 して い

た再生 紙 は古紙 混入率50%の もので あ り,こ こでの削

減量 も古紙混入 率50%と して計算 した。 ほ とん どの企

業が再生紙 を使用 していなかった理 由は,順 に 「値段が

高 い」「見 た目が汚 い」「紙詰 まりを起 こ しやす い」 そ し

て 「取引先が上質紙 を希望」であ ることが ア ンケー ト結

果か らわか った。

(c)う ら紙の使用 によって既に削減を行 って いた企業

は,H社 を除 いた7社 で あ った。発生 した う ら紙 は社

内報告書,FAX用 紙,メ モ用紙 な どに転 換使用 されて

いた。 今後 よ り一層 の うら紙利用 が求 め られ る。

(d)ご みの分 別資源 化 によ って既 に削 減 を行 って い

た企業 は,8社 中4社 であ った。 この取 り組 みは,(b)

(c)を 合 わせた削減量 よ り大 き く,現 状 では削減へ の最

大 の寄与 を していることがわか った。

(e)現 状 の発生量 とは,各 社が環境負荷 の削減の ため

(b)(c)(d)の 取 り組 み に よ って既 に 削減 した量 を

(a)か ら差 し引 い たCO2発 生 量 の こ とで あ る。(b)

(c)(d)に よ って削減 された割合 は,H社 が最小で0%,

E社 が最大 で33.8%,8社 平均で は16.5%で あった。

さ らに,環 境 負荷 削減 対 策 と して,(f)古 紙混 入率

80%の 再生紙 の使用,(g)う ら紙発生 率20%・ うら紙

使 用率100%,(h)ご みの分別資源化率100%の 達成 を

具体 的な取 り組 みの条件 として シ ミュ レー ションした。

(f)古 紙 混入率80%の 再生紙 の使用 に よる削 減可能

量 は,上 記 の(b)の 取 り組 みによる平均削減量 の約8

倍 の値で あった。C社 とF社 では,古 紙混入率50%の

再生紙 か ら古紙混入 率80%の 再生紙 に転換 した場 合の

削減量を その値 と した。

(g)う ら紙使用 の徹底(う ら紙発生率20%・ うら紙

使用率100%)に よる削減可能量 は,負 荷削減対策の取

り組み(f)(g)(h)の 中で最 も削減量 が少 なか った。

これ は既 にH社 を除い た7社 で う ら紙 を使用 して いる

ため既 に削減 が行 われ,他 の対策 に比 べ て値が小 さ く

な ったのである。

(h)ご みの分別資源化の徹底(分 別資源化率100%)

による削減可能量 は,ほ とんどの企業で,環 境負荷削減

対 策 の取 り組 み(f)(g)(h)の 中 で最 も削 減量 が 多

か った。 この(h)は,削 減対策 と して最 も効果的で あ
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Table 5 Detailed Comparison of Curtailment of CO2 Emission in The eight Offices

(Kg-CO2/Year)

るが,逆 に考 えると,焼 却 によるCO2排 出量 が大 きく,

再資源化 されずに焼却 される紙 が多 い現状 を反映 してい

るのであろ う。

(i)取 り組 みの徹底 によ る最小発生 量は,(e)現 状 の

発生量 か ら(f)(g)(h)の 値 を引 き算 した ものであ り,

B社 の2,096か らH社 の428Kg-CO2/年 の範囲 まであ

り,各 社の平均 は1,204Kg-CO2/年 とな った。 これ は

(e)の 平均2,416Kg-CO2/年 の50%に あた り,そ れだ

けのCO2を 削減 で きる ことが わか った。 これ を各社 平

均 の内訳 別 に見 れば,最 もCO2削 減 に寄与す る取 り組

み は(h)で あ り,続 いて(f),(g)の 順で あることが

わかった。

さ らにシ ミュ レー ション結果 を もとに,既 削減総量,

将来削減可能量,最 大削減可能量,最 大 に削減 できる割

合,取 り組 み達成 率を求 めた。

(j)既 削減総量 は,(b)(c)(d)の 取 り組 みによ る

削減量の和であ る。

(k)将 来削減可能量 は,(f)(g)(h)の 取 り組み に

よる削減量の和であ る。

(l)最 大削減可能量 は,(j)既 削減総量 と(k)将 来

削減可能量の和で ある。

(m)最 大に削 減で きる割合 とは,(l)最 大削減可能

量 の(a)取 り組 み無 しの場合 の予想発生量 に対す る割

合 で,各 社 のCO2排 出量の うち削減 す るこ とがで きる

最大 の割合 であ る。範囲 は最 低H社 の42.7%か ら最高

C社 の63.8%の 間で あ り,平 均57.1%で あ った。 これ

は,各 社 が環境負荷 を小 さ くする取 り組 みを全 く実施 し

なか った場合 と比 べて,排 出されるCO2量 の42.7%か

ら63.8%が 削減 で きるとい うことであ る。

(n)取 り組 み達成 率 とは,各 取 り組 み毎 によ り実際

に最大削減可 能量 に対 して既 にどこまでCO2削 減 を達

成 して いたか を示 した値 で あ り,各 社 の平均 は23.9%

で あ った。8社 の うちE社 は約60%の 達成率 を示 して

お り,全 体的な取 り組みが最 も進んで いることがわか っ

た。 その理 由と して,う ら紙の使用 による既削減量 とご

みの分別資源化 による既削減量が他社 よ り大 きか ったこ

とが考 え られる。 また,8社 のうち10%以 下 の取 り組

み達成率 の企業 は,A社,G社 お よびH社 で それぞ れ

0.9%,7.9%お よび0%で あ った。 その理由 は,(b)(d)

の取 り組 みを全 く行 っていなか ったか らである。

Table5に お いて,8社 にお け る既 削減総 量(b+c

+d),将 来削減可能総量(f+g+h),お よび最 小発生

量を各社毎 の百分率 で棒 グラフに してFig.6に 示 した。

その割合 は平均で は既削減総量:将 来削減可能総量:最

小発生量 二2:4:4の 関係であ った。 この うち既削減総

量 において は,C社,D社,E社,そ してF社 はCO2

総発生量 の約30%を 既 に削減 して いたことがわか った。

これ は,こ れ らの企 業 が環 境 に対 す る高 い経 営意識 を
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Fig. 6 Comparison of the Ratio of Reduced and 

Reducible CO2 Emission in the eight 

Offices

Table 6 The Analysis for Efficiency of the Future 

reduction of CO2 Emission by Three 

Kinds of Improvements

(Efficient Rate of Future Reducible Quantity of CO2 
Emission by Effort of Each Office)

* Papers are Conversed to Recycling Papers (Intermix 
 Raw of 80% Used Papers)

** The Production Rate of Single Sided Paper is 20%
, the 

Consumption Rate of Single Sided Paper is 100%
*** Both Used Papers to be Burned and Papers Treated by

 Shredder are Discharged as Papers to be Recycled

持 ってお り,少 な くと も(b)(c)(d)の 取 り組 みの う

ち2つ 以上を既 に行 っていたためであ る。 また,B社 と

G社 は10%前 後 を既 に削減 してい た ことがわか った。

そ して,A社 とH社 は ほとん ど削減 を行 っていなか っ

た ことがわか つた。

4.ま と め

環境パ フォーマ ンス評価の結果か ら改善評価を行 って,

今後 の各企業 に適 した取 り組み につ いて環境負荷削減の

有効性の度合をTable6に 示 した。

1)2社 を除 く6社 で上質紙 だけを使用 していたが,

上質紙 をよ り低負荷 であ る古紙混 入率80%の 再生紙 に

転 換 す るこ とに よ り,将 来 削 減可 能量 の27%のCO2

発 生量を抑 制で きることがわか った。

2)う ら紙 を使 用す ることによ り,そ の分 だけ紙類 の

導 入 ・排 出を抑制 で きるため,今 回 の 「う ら紙発 生率

20%・ うら紙使用率100%」 とい う設定 での取 り組 みに

よ り,将 来 削減 可能 量 の14%のCO2発 生 量 を抑 制 で

きる ことがわか った。

3)企 業か ら発生す る ごみの排出形態を見 ると,各 社

平均 として可燃 ごみの56%に あ たる資源化可能 ごみや

シュ レッダーごみが可燃 ごみ と して排出 されてい ること

がわか った。 これ らを分別資源化 ごみ と して100%排 出

す るこ とによ り,将 来削 減可 能量 の58%のCO2発 生

量を抑制で きることがわか った。

ほとん どの企業 では環 境対策 が進 んでいない現状 とし

て,資 源化 ごみの分別徹 底によ る取 り組 みが今後最 も効

果的であ ることがわか った。 しか し,既 に ごみの分別 資

源化 を行 っていたE社 で は,今 後 さらに環境負荷 を削

減 す るたあには 再生紙 の使用 をさ らに進 めることが次

に有効 であることがわか った。 このよ うに,企 業 にお け

る継続 的改善 の進展 の度合 い(既 に実施 して いる環境パ

フォーマ ンスの内容)に よ って次に とるべ き対策 の内容

が異 な って くることがわか った。 それぞれの系に適 した

改善 を行 い,継 続 してい くことによ り,対 策 内容 が従前

の対策 に加 えてさ らに レベルア ップ してい くことになる。

最後 に,本 研究 では,複 数企業 に対 して環境パ フォー

マ ンス評価 を実施 し,多 くのデータを蓄積 し,企 業間 の

比較 も行 うことが できた。環境パ フォーマ ンス評価 の実

施例が あまりにも少 ないので,本 研究 のよ うな具体的 な

報告が これか ら増加 して い くことが望 まれ る。 また,8

社 に対 して環境 パ フォーマンス評価の報告を行 った とこ

ろ,有 益であ った 旨の返事を得て,継 続調査 として本年

度 中 に第2回 目の環境 パ フォーマ ンス評価 を行 うことが

決定 してい る。
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Abstract

In this study, an environmental performance evaluation and its environmental audit was carried 

out for eight main or branch offices in Hiroshima City. Each location was studied selected as an 

experimental system, based on the theory that the •usystem•v and the •uenvironment•v are distinct from 

one another. Incoming parts (incoming materials, deliveries and incoming copy paper), circulation 

(one sided paper both produced and consumed, FAX), and outgoing parts (outgoing materials, trash 

to be burned and to be recycled) were considered as subjects and measured in the investigation.

The measurement for each office was performed for a period of one week between June and 

September 1995. Based on the measurement results, the incoming and outgoing materials were 

systematically arranged, and an environmental balance accounting, which is the basic data for 

environmental audit, was presented. Moreover, taking the environmental balance accounting as a 

basis, a flow diagram of the materials was drawn, and evaluations of various environmental effects 

and related improvements were carried out in the eight offices. In these evaluations, the level of CO2 

emission was used as an index, and was simulated using the LCA technique. The results for the CO2 

emission level in the eight offices were : four of them had an approximate 30% reduction ; two less 

than a 10% reduction ; while the remaining two showed almost no change at all;

Although there were different results for each office in these evaluations, overall approximately 

a 60% of reduction for CO2 was possible for each of the eight offices.

Key words : environmental performance evaluation, environmental audit, system and environment, 

environmental balance accounting, reduction of CO2 emission
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